（消費税廃止各界連）2018年4月1日　全国いっせい宣伝スポット（参考例）
◆ご通行中のみなさん、商店街のみなさん。私たちは、労働組合や女性・業者など市民団体、政党がつくる消費税廃止各界連絡会です。4月1日で消費税は導入されて29年となり、30年目を迎えました。消費税は3％から5％、そして８％と増税されてきました。切り捨てられる社会保障制度と合わせて、消費税増税が、私たち庶民のくらしを圧迫しています。くらしと地域経済を壊す消費税10％大増税はキッパリ中止させましょう。
◆いま国会は、「森友学園疑惑」をめぐる、安倍晋三夫妻の関与、公文書改ざん問題で大揺れです。国民の財産である国有地を8億円も値引きして売り払い、公文書まで改ざんするなどとんでもありません。安倍政権と財務省は、国民の疑問に何一つこたえておらず、怒り心頭です。「国の借金が大変だ」といって、社会保障費を削り、消費税は増税する一方で、国民の財産である国有地を不透明なかたちで斡旋するなどとんでもありません。徹底究明を求めましょう。そして、森友疑惑を引き起こした安倍内閣・財務省に、消費税増税を実施する資格はありません。10％への税率引き上げは許されないと声をあげていきましょう。
◆この４月から、食料品、生命保険、公共料金などが一斉に値上げされます。8月からは一部の人の高額医療費や介護サービス負担率などもさらに増えます。いまでも切実なくらしや地域経済はますます大変になります。そもそも消費税は、「社会保障のために使う」といって導入されました。そして5％から８％に上がる時も、政府は、「消費税率の引き上げ分は全額、社会保障の充実の安定のために使う」と言って、国民に増税を呑ませてきました。ではみなさん、本当に社会保障は良くなっているでしょうか。医療費では、導入前には1割だったサラリーマン本人の窓口負担は3割になっています。年金制度では、導入前は60歳からの支給で、国民年金保険料は月7700円でした。今は65歳からの支給で、保険料は月額16,490円です。社会保障制度が良くなるどころか、重い負担となってのしかかっています。
◆消費税は、稀代の悪税・欠陥税制です。消費税は、景気を冷え込ませ、所得の少ない人ほど負担が重い税金です。消費税は、輸出戻し税制度や、正社員をリストラし、派遣やパート労働に置き換えることで消費税を減らせるなど、大企業の優遇につながる不公平な税金です。一方中小企業にとっては、経営が赤字でも消費税を払わなければならない営業破壊税です。結果として、膨大な滞納を招くことになり、財政健全化にはつながりません。
そもそも消費税は、戦争の際に戦費を調達する税制度として考えられたのがその成り立ちです。今でも5兆円を超える防衛費を、自民党はもう5兆円増やし、対GDP比2％にしたいといっています。その財源は、消費税大増税しか考えられません。
◆私たちは、税金の集め方、使い方を憲法の理念にそって是正すべきと考えています。「能力に応じて税金を集める」という憲法の理念に基づき、大儲けしている大企業や、年収1億円以上の富裕層や大企業に応分の税負担を求めるべきです。そして、「国民のくらし、福祉、教育を優先する」という憲法の理念に沿って見直し、5兆円を超える防衛費や、不要不急の大型公共工事、政党助成金などの無駄遣いを改めれば財源は生まれます。
◆増税をやめてほしいという願いは、憲法を守り・生かし、平和な日本を築くことと固く結びついています。憲法を変えて、戦争する国づくりは、必ず庶民大増税を招きます。2019年10月からの消費税増税をストップさせれば、政府にとって３度目の増税断念となり、消費税に頼らない財源づくりに向かう道が開かれます。私たちは消費税増税の中止を求める請願署名を集めていますが、消費税が8％になって以降、国会には1046万9千人分を超える増税中止を求める請願署名が提出されています。戦争しない、豊かな国づくりへご一緒に声をあげましょう。消費税10％大増税も改憲もストップさせましょう。
